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6．事業事前計画表 

１．案件名 

 タジキスタン共和国 ハトロン州ハマドニ地区給水改善計画 

２．要請の背景(協力の必要性・位置付け) 

「タ」国の全国平均給水率は 59%であり旧ソ連の CIS 諸国の中でも最低のレベルにある。と
りわけ地方村落における給水率は 47%未満と低く、水道にアクセスできない人びとは、河川や
不衛生な灌漑用水や浅井戸に頼らざるを得ない状況であり、水因性疾患のリスクが高い。「タ」

国の貧困層の大半は本件プロジェクト対象地区のハトロン州を始めとする農業地域に集中して

おり、地方農村部の貧困対策は「タ」国政府の重要課題の一つとなっている。 

国家政策においても水セクターは重要課題の一つに挙げられ、2006 年に策定された「ミレニ
アム開発目標（MDG）」の開発戦略によれば、2015 年までに安全な水供給を受ける国民の割合
を全国で 83%（都市部で 97%、農村部で 74%）まで改善することを目標としている。また、「安
全な飲料水の供給改善プログラム(2007-2020)」が策定され、貧困削減と持続的成長のための水供
給事業が重要視されている。 
ハマドニ地区の人口約 11.9万人のうち 2.1万人がモスクワ町に居住し、残り 9.8万人は 57の
村落に居住している。モスクワ町では水道公社によって水道事業が運営されているが、施設の老

朽化によって、住民の 52％しか給水を受けていない。村落部では 42村に給水施設があるが維持
管理が不十分であり、47本の深井戸うち 16本しか稼働していない。そのため、村落部では住民
の 7 割以上が河川、灌漑用水路などの不衛生な水源に頼っている。住民は生活用水の確保に多
大な時間と労力を費やさざるを得ず、貧困を助長する一因となっている。 

2003 年に「タ」国政府は、我が国に対しハトロン州ハマドニ地区の給水事業推進のための無
償資金協力を要請した。2004年、2006年に予備調査によって、重要性、緊急性、妥当性が確認
され、2007年に本件基本設計調査が実施された。 
本プロジェクトは上記の恒常的な水不足の発生地域に対し、給水施設の整備及び井戸掘削機材に

必要な機材等を調達することによって、本地域の持続的な発展に資するものである。 

３．プロジェクト全体計画概要 

 

（１） プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 
ハトロン州ハマドニ地区の給水率を向上させ、安全で安定的な給水を受ける人口を増加さ

せることにより住民の衛生環境を改善すること（計画年度 2010年） 
 

＜裨益対象の範囲及び規模＞ 
給水人口： 28,870 人（2010 年）（モスクワ町 22,230 人、メハナタバッド・ジャモアット グ

ロボッド 4,860人、ナヴァバッド 1,780人） 
 

（２） プロジェクト全体計画の成果 
・ 対象であるモスクワ町とメハナタバッド・ジャモアットの 2村落に給水施設が整備される
・ 井戸掘削機材及び配管維持管理機材が調達される 
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（３） プロジェクト全体計画の主要活動  
・ 井戸、高架タンクならびに送・配水管等からなる給水施設の建設 
・ 井戸掘削機及び関連機材の調達 
・  配管用工事用機材の調達 
・ 先方実施機関による、調達機材を用いた 23本の井戸掘削及び給水施設建設 

 
 

（４） 投入(インプット) 
① 日本側（＝本案件）：無償資金協力 10. 05億円 
② 相手国側 
  （ア）人員   給水センターの技術員、施設管理に必要となる人員の増強 
（イ）資機材  フェンス等の施設の外構工事、送電線の敷設 
（ウ）経費   井戸掘削（自主工事）に必要な経費、給水施設維持管理に必要な経費 

 

（５） 実施体制 
主管官庁 ： 非常事態委員会 
実施機関 ： ハマドニ地区給水センター 
 

４．無償資金協力案件の内容 

（１） サイト 
「タ」国 ハトロン州ハマドニ地区 
 

（２） 概要 
① ハマドニ地区センター、モスクワ町における給水施設の改修 
② 同地区、メハナタバッド・ジャモアット内、2村落の給水施設の新設 
③ 井戸掘削機材、関連支援機材の調達 
④ 配水管の維持管理機材の調達 
⑤ 施設の維持管理主管官庁に対する運営・維持管理手法の向上支援 
⑥ 給水センターに対する物理探査試験技術の向上支援 

 

（３） 相手国側負担事項 
① 給水施設建設に必要な用地の確保 
② 施設建設用地周囲にフェンス・防護柵等の設置 
③ 送電線の引き込み 
④ 調達機材保管場所の確保と整備 
⑤ 各戸給水栓の引き込み管及び蛇口の設置 
⑥ 配水管の漏水箇所補修 
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（４） 概算事業費 
   概算事業費 10.28億円（日本側 10.05億円、「タ」国側負担 0.23億円） 
 

（５） 工期 
詳細設計･入札期間を含め約 31ヶ月（予定） 

 

（６）貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
   特になし。 

５．外部要因リスク 

①国内の政情・治安状況が悪化しないこと。 
②国境紛争が再発しないこと。 
③想定外の天災が発生しないこと。 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に関わる提案 

 
（１） プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

指 標 現状の数値 

（2007年） 

計画値 

（2010年工事完了時）

モスクワ町 
52％ 

（10,700人） 

100％ 

（22,230人） 
給水率 

（給水 

人口） 
グロボッド村、ナヴァ

バッド村 
0％ 
（0人） 

100% 

（6,640人） 

    
 ・本計画で調達する井戸掘削機材を活用し、「タ」国側自主工事によって 2015年までに 23本
の井戸が建設される。 

 

（２） その他の成果指標 
なし 

 

（３） 評価のタイミング 
2010年以降 （工事完了年次以降） 
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7．ソフトコンポーネント計画書 

(1) 背景

タジキスタン政府は「安全な飲料水の供給改善プログラム(2007～2020年)」に関する政

令（第 514号）を交付し、国連ミレニアム開発目標（MDGs）の達成に向けた活動を実施

している。本プロジェクトはハマドニ地区において上記プログラムを具現化するための

方策の一つと位置づけられる。本プロジェクトの内容は、老朽化による故障や機能低下

が著しいモスクワ町の都市型給水施設を復旧し、またハマドニ地区の村落の中で最も厳

しい給水状況にあるメハナタバッド・ジャモアットにおける 2 村落の給水施設を建設す

るものである。これにより、プロジェクトの完成によりモスクワ町で 22,220 人、2 村落

においては 6,640 人の給水人口が見込まれ、全体で約 28,900 人に対し良質な水供給を実

現する。本プロジェクトの概要は以下のとおりである。 

〈案件概要〉 モスクワ町 メハナタバッド・ジャモアット 
グロボッド村、ナババッド村 

1）施設建設 深井戸建設-3井 
水中ポンプ設置(制御盤含む)-3式 
井戸管理室建設-1棟 
高架タンク-2基新設、１基改修 
消毒設備設置(サラシ粉用)-１式 
受配電設備、電気設備更新-1式 
配水管敷設（φ50～250mm）-31.6km 
配水管付帯工-1式 

水中ポンプ設置(制御盤含む)-1式 
井戸管理室建設-1棟 
高架タンク-１基新設 
消毒設備設置(サラシ粉用)-１式 
受配電設備、電気設備更新-1式 
配水管敷設(φ100～250mm)-14.6km 
配水管付帯工(共同水栓含む)-1式 

2）資機材調達 ・給水センター向け： 
定置式井戸掘削機-1式、泥水ポンプ-1式、掘削ツールス（正循環式、逆循環式）
-1式、コンプレッサー-1式、10ｔ積み長尺トラック-1台、6t積みトラック-1台、
給水車(8m3)-1台、発電機(120kW)-1台、工具類 

電気探査機器、孔内検層機器、揚水試験用機材、水質試験機器、パソコン（プリ
ンター含む）各 1式 
・ボドカナル向け： 
バックホー(0.04m3)-1 台、2t 積み軽トラック-1 台、転圧機-1 台、泥水ポンプ-1
台、発電機(100ｋW)-1台、工具類-1式 

3）ソフトコンポー
ネント 

・ボドカナルに対する運営・維持管理能力の向上支援 
・給水センターに対する電気探査/水理地質調査技術の強化支援 

本プロジェクトによって建設される給水施設はハマドニ地区上下水道公社（以後「ボド

カナル」とする）に移管され、その後はボドカナルが施設の運営・維持管理を担当する。

現在、ボドカナルは、モスクワ町において給水施設の運営・維持管理を行っているが、施

設の故障や機能低下により給水率は 52％に留まっている。ボドカナルは、一般世帯、政府

機関、企業等と契約を結び、これらユーザーからの水道料金で給水事業を行う独立採算の

公共企業であるが、旧ソ連時代には水や電気は無料で供給されていたため、ユーザー側に

は依然として給水サービスに対する料金支払い意識は低い。また、ボドカナルも営業的な

感覚に疎い面もあり、一般世帯ユーザーの料金徴収率は 67％（2007 年度上半期の推計）

に留まっている。また、政府機関や企業などの大口ユーザーも水道料金を滞納しており、

2007 年 1 月現在、その額は約 33,800 ソモニに達している。これらの結果、ボドカナルの

財政が逼迫し、施設の維持管理に十分な予算を確保出来ないという悪循環に陥っている。 
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給水地域では、住民側の水質・水量に対する要求は高いものの、各戸給水栓や共同水栓

では、蛇口が破損し水の垂れ流しが多く見られ、適切な水利用についての意識は低い。非

効率な水使用は水圧の低下、給水量や給水エリアの縮小をまねき、水道料金収入減少の原

因にもなっている。本プロジェクト完了後は 24 時間給水となるため、このような状態を

放置すれば、無駄な水量と電気コストの増加が極めて大きなものとなることが予想される。

一方、配水管が新たに敷設される地域においては、新たなユーザーの創出が期待されるが、

引き込み管の費用分担や水道料金の徴収、無駄の無い水使用の方法など、住民との対話を

とおして十分な理解を得ることが不可欠である。従って、ボドカナルは効率的な水使用や

水道料金と徴収方法などに関し、積極的なユーザーへの働きかけを実施する必要性が増す

が、これまでそのような活動に取り組んだ経験が少ない。 

メハナタバッド・ジャモアットの 2村落においては、給水施設を建設し、水供給が開始

される。2村落では共同水栓による給水方式である。村落の住民は給水事業に対する支払

い意志は高いが、これまで料金を支払ってきた経験がないことから、モスクワ町と同様、

水使用の方法を含め住民に対する十分な働きかけが不可欠である。 

本プロジェクトの実施機関である給水センターは、日本が実施する施設整備事業の完成

後、日本から供与される井戸掘削機材を使用して、独自に地下水開発事業を展開してゆく

ことになる。給水センターは水文地質技術者 2名の下、2班の井戸掘削ティームを編成し、

そのメンバーは経験者を他の関連機関から雇用するとしている。そのため、井戸掘削技術

と井戸性能に関する孔内検層、揚水試験、水質試験等に関する知識と技術は十分なレベル

にあると想定されるが、電気探査は、これまで調査機材がなかったため、フィールドワー

クやデータ解析の能力が低い。ハマドニ地区の北部には岩塩ドームの影響から、塩水や高

ミネラルの含有によって飲用に適さないため、建設した井戸を放棄するケースがしばしば

発生している。また、｢タ｣国では農薬や生活排水による汚染水を避けるため、できるだけ

深層の地下水を目標とする傾向があるが、一般に塩水は深層に滞留し、また当該地域では

100mを越えると、場所によっては岩塩ドームから続く基盤岩に到達することが考えられ、

塩水を引き込む恐れもある。電気探査を実施し、地層構造を把握することよって、井戸の

成功率を高めることができることから、電気探査技術の修得と向上が将来の地下水開発事

業の展開に不可欠であると判断される。 

以上の背景から、協力成果の持続性を最低限確保することを目的として、次の２分野に

関しソフトコンポーネントによる技術支援を実施することが妥当であると判断する。 

① ボドカナルに対する給水施設の運営・維持管理能力の向上。 

② 給水センターに対する電気探査技術の修得と向上。 
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(2) 目標 

上記の背景を踏まえ、本ソフトコンポーネントの目標は下表のとおり。 

表-1 ソフトコンポーネントの目標 

支援分野 目標 

給水施設の運営・維

持管理能力の向上 
ボドカナルが給水施設を適切に運営・維持管理し、対象地区におけ

る給水事業を持続的に実施できるようになる。 
物理探査技術の修得

と向上 
給水センターの電気探査に関する技術向上を図り、水理地質の特性

を把握し、将来の地下水開発事業の展開を効果的に実施できるよう

にする。 
 

(3) 成果 

本プロジェクトにより、モスクワ町と 2村の給水施設が改修・拡張され、給水人口も大

幅に増加する。ボドカナルは、長年にわたりモスクワ町の給水施設を運営・維持管理して

きており、基本的な給水施設の補修については経験・実績がある。従って、運営・維持管

理の技術的側面は、一応対応可能な体制にあるため、主として営業面・財務面の改善を課

題とする。従って、本ソフトコンポーネントによる給水施設の運営・維持管理の支援にお

いては、まずボドカナルの運営・維持管理の指針として、活動、人員、予算等を計画する。

同計画には、運営・維持管理を行う上でキーとなる 3つの活動：集金率向上、ユーザーの

増加、節水の啓蒙についてはその実質的（数値的）な成果目標を盛り込む。 

また、既存配水管からの漏水を減少させ、給水の有効率を改善するため、本プロジェク

トで供与する配水管維持管理用機材の利用計画を策定し、工事の実施と成果を確認する。 

物理探査技術の支援においては、給水センターの水文地質担当者を対象とし、フィール

ドワークの実施要領、データ処理、解析技術及び対象地域の水理地質特性の把握までの技

術の実践と理論に関する技術支援を通じ、水理地質の解析技術に電気探査が定着するよう

になることを成果とする。 

以上より、本ソフトコンポーネントの成果を表-2 に取りまとめる。 

表-2 ソフトコンポーネントの成果 

支援分野 直接的成果 
給水施設の運営・維持管

理能力の向上 
1. 給水サービスの活動内容が定められ、人員・予算計画に則り、
各部署の活動が活性化される 

2. 水道料金徴収率が向上する 
3. ユーザーが増加する 
4. 水栓が適切に使用・維持管理され、水が効率的に使用される 
5. 配水管の維持・補修が定常的に出来るようになる 

物理探査技術の修得と

向上 
1. 水理地質の解析技術に電気探査が定着するようになる 
2. 物理探査の実施計画が作成される 
3. ｢タ｣国側自主工事の井戸位置、構造等の設計が策定される 
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(4) 成果達成度の確認方法 

 ソフトコンポーネントの担当者は、指導・支援に関する成果の達成度を支援項目ごとの

活動終了時に確認し、その結果を取りまとめた「ソフトコンポーネント完了報告書」を作

成し、相手国政府関係及び実施機関に提出する。また、ソフトコンポーネントの活動終了

後、ソフトコンポーネント全体の成果達成度を確認・評価し、「ソフトコンポーネント完了

報告書（和文）」を活動の成果品とともに基機構へ提出する。 

表-3 ソフトコンポーネントによる成果と達成度の確認項目 
分
野 

直接的成果 成果達成度の確認項目 

1. 給水サービスの
活動内容が定めら
れ、人員・予算計
画に則り、各部署
の活動が活性化さ
れる 

以下の内容を含む運営・維持管理計画が策定される。 
・ 活動内容 
・ 料金徴収率向上計画（地域毎の集金目標額・目標率など） 
・ ユーザー増加計画（地域毎の登録ユーザー目標数、新規水栓設置料
金とコストなど） 
・ 人員配置・予算計画 
・ 村落部給水サービスの実施計画と運営・維持管理計画 
・ 配水管維持管理計画 

2.料金徴収率が向上
する 

・予算計画に基づいた料金徴収率向上アクションプランが作成される
・上記プランを実施するために必要な知識と技術が担当職員に備わる
・パイロット地域の徴収率が向上する 

3.ユーザーが増加す
る 

・ユーザー増加アクションプランが作成される 
・上記プランを実施するために必要な知識と技術が担当職員に備わる
・パイロット地域のユーザーが増加する 

4.ユーザーによって
水栓が適切に使
用・維持管理され、
水が効率的に使用
される 

・ ユーザーによる水栓と水の適正使用のためのアクションプランが作
成される 
・ 上記プランを実施するために必要な知識と技術が担当職員に備わる
・ パイロット地区のユーザーが水栓を適切に使用・維持管理するよう
になる 

給
水
施
設
の
運
営
・
維
持
管
理
能
力
の
向
上 

5. 配水管の維持・補
修が定常的に出来
るようになる 

・ 配水管維持管理計画に基づいた同アクションプランが作成される 
・ 配水管の補修記録フォームが作成される 
・ 供与機材の管理台帳（補修歴を含む）が作成される 
・ 担当職員により配水管維持管理工事が遂行される 
・ 供与機材の点検、補修・管理が実施される 

1. 水理地質の解析
技術に電気探査が
定着するようにな
る 

・ 既存資料、現地踏査により地質状況の推定評価がなされる 
・ 電気探査のフィールドワークが適切になされる 
・ データ処理と解析の理論と実践が理解される 
・ データの保存・保管が適切になされる 
・ 機材の保守点検が実施される 

2.物理探査の実施計
画が作成される 

・ ハマドニ地区の地下水開発に関連した調査実施計画の策定 
（工程、資機材調達、予算、成果品等を含む） 

物
理
探
査
技
術
の
修
得
と
向
上 

3.｢タ｣国側自主工事
の井戸位置、構造
等の設計が策定さ
れる 

・ データ処理と井戸構造設計の理論が理解される 
・ 井戸設計図が作成される 

 

（5）活動（投入計画） 

 1）給水施設の運営維持管理 

本分野の指導に当たる専門家は、対象地域の社会状況に通じ、途上国における給水事
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業の改善プロジェクトに携わった経験を有し、企業財務に通じたコンサルタントとする。

指導は 3回の派遣によって遂行され、まず第 1次派遣において前述した成果 1に示す運

営・維持管計画を策定する。この計画書には、改修された給水施設の運営・維持管理に

必要な人員配置計画も含まれ、これに則りボドカナルは第 2次派遣までに人員を配置す

る必要がある。これを受けて、第 2 次派遣では成果 2～5 に関わる職員に対する意識改

革、キャパシティ開発を行い、成果 2～5 を達成するための具体的なアクションプラン

を作成した上で、同プランに沿った業務の監督・指導を行う。第 3次派遣では成果 1～5

の達成状況をモニタリングし、課題を把握し改善点を抽出した上で、成果 1～5 で作成

した運営・維持管理計画、各種アクションプランを改定する。各アクションプランには

以下の内容を盛り込む。 

・ 料金徴収率向上アクションプラン 

 加入者（各戸給水栓、共同水栓、家族構成等）台帳の改定、料金徴収マニュアル、

不払い者に対する督促手順、罰則規定、地区別集金目標、徴収率の向上目標設定 

・ ユーザー増加アクションプラン 

 未加入者への勧誘（既存給水区域内、新規給水拡張区域）、各戸給水栓の接続費用

の分割支払い方式案、 

・ 水の適正使用のためのアクションプラン 

 水の無駄使い撲滅キャンペーン、ワークショップ開催計画、盗水・不法接続の罰

則規定、従量式水道料金への転換方策、予算計画 

・ 配水管維持管理アクションプラン 

 漏水ヶ所の情報収集手順、漏水箇所補修手順、配水管更新重点地区、配水管補修

年次計画、予算計画 

 

2）物理探査技術 

 本分野の指導を担当する専門家は、物理探査技術者で、途上国における技術指導の経

験を有するコンサルタントとする。指導は 2回の派遣によって遂行される。第 1次派遣

において成果 1～3 に関し、理論とフィールドワークにより、給水センター担当者に水

理地質と探査技術の全般的技術指導と電気探査実施計画の作成のための指導を行う。第

2次派遣では成果 1～3の達成状況をモニタリングし、課題を把握し改善点を抽出した上

で、成果 1～3のそれぞれの課題に関する改善勧告や必要に応じ指導書を改定する。 

ハマドニ地区の地下水開発調査実施計画には以下の内容を含む。 

・重点調査村落の選定、調査日程、予算計画、地下水開発計画の策定 

  

詳細な活動計画は表-4 に示す通りである。 



表-4　ソフトコンポネント活動計画及び工程表

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34

国内作業(両分野共通) 調査項目票、ワークショップ計画書 10.0 10.00 10.00
第1次派遣 30.0
移動、｢タ｣国入国 2.00
通訳傭上、打合せ、調査準備、現地移動 面接、ミーティング、資機材購入など 2.80 2.00
ソフトコンポーネント全体のキックオフミーティング ミーティング ボドカナル職員 1.40 1.00
成果1. 対象エリアに対する給水サービスの運営・維持管理計画が作成される

1.1 運営・維持管理管理体制の再確認 ユーザー台帳(契約形態、集金額、住所等含む)、
詳細支出内訳、運営・維持管理活動項目リスト

視察、聞き取り
ボドカナル職員、メハナタバッドJM給水施設管理者、料
金徴収人、関係政府機関職員、住民

9.80 7.00

1.2 現状の課題、新たに実施すべき事項の認識 活動指針案 ワークショップ ボドカナル職員 2.80 2.00
1.3 運営・維持管理管理計画の作成 運営・維持管理管理計画 注1) ミーティング ボドカナル職員、関連政府機関職員 8.40 6.00
ドシャンベへ移動、給水センター、関係機関への報告・協議 1.0 1.40 1.00

移動、帰国 2.0 2.00
第2次派遣 41.0
移動、｢タ｣国入国 2.00
調査準備、モスクワ町へ移動 1.40 1.00
第2次調査のキックオフミーティング、第1次調査のフォローアップ ミーティング、視察 ボドカナル職員 1.40 1.00
成果2. 集金率が向上する

2.1 問題の事前分析 問題系図 グループミーティング ボドカナル職員、料金徴収人 0.46 0.33
2.2 他上下水道公社職員との意見交換 集金ノウハウリスト ワークショップ ボドカナル職員、料金徴収人、他上下水道公社職員 1.40 1.00
2.3 集金率向上のためのアクションプラン作成 集金アクションプラン ミーティング 主任会計士、料金徴収担当官、料金徴収人 0.94 0.67
2.4 アクションプランに基づく活動の指導・監督 ワークショップ/訪問 主任会計士、料金徴収担当官、料金徴収人

2.4.1 ワークショップ準備 0.94 0.67
2.4.2 ワークショップ（モスクワ3回、メハナタバッド1回） 住民、ボドカナル職員、地区代表等 2.80 2.00
2.4.3 大口ユーザーへの働きがけ 2.10 1.50

2.5 活動の振り返りと計画の見直し 改訂アクションプラン(要すれば) ミーティング ボドカナル職員、料金徴収人 1.40 1.00
成果3.ユーザーが増加する

3.1 問題分析 問題系図 グループミーティング ボドカナル職員、料金徴収人 0.46 0.33
3.2 他上下水道公社職員との意見交換 戸別水栓普及ノウハウリスト ワークショップ ボドカナル職員、料金徴収人、他上下水道公社職員 1.40 1.00
3.3 ユーザー増加のためのアクションプラン作成 戸別水栓普及アクションプラン ミーティング ボドカナル職員、料金徴収人 0.94 0.67
3.4 アクションプランに基づく活動の指導・監督 ワークショップ 主任会計士、料金徴収担当官、料金徴収人

3.4.1 ワークショップ準備 0.94 0.67
3.4.2 ワークショップ（モスクワ町2回、メハナタバッド1回） 住民、ボドカナル職員、地区代表等 4.20 3.00

3.5 活動の振り返りと計画の見直し 改訂アクションプラン(要すれば) ミーティング ボドカナル職員、料金徴収人 1.40 1.00
成果4.ユーザーによって水栓が適切に使用・維持管理され、水が効率的に使用される

4.1 問題分析 問題系図 グループミーティング ボドカナル職員、料金徴収人 0.46 0.33
4.2 他上下水道公社職員との意見交換 住民啓蒙ノウハウリスト ワークショップ ボドカナル職員、料金徴収人、他上下水道公社職員 1.40 1.00

4.3 ユーザーによる水栓と水の適正使用のためのアクションプラン
の作成

住民啓蒙アクションプラン ミーティング 配水管維持管理係、料金徴収人 0.94 0.67

4.4 アクションプランに基づく活動の指導・監督 ワークショップ/訪問 主任会計士、料金徴収担当官、料金徴収人

4.4.1 ワークショップ準備 0.94 0.67
4.4.2 ワークショップ（モスクワ町3回、メハナタバッド1回） 住民、ボドカナル職員、地区代表等 2.80 2.00
4.4.3 大口ユーザーへの働きがけ 2.10 1.50

4.5 活動の振り返りと計画の見直し 改訂アクションプラン ミーティング ボドカナル職員、料金徴収人 1.40 1.00
成果5.配水管の定常的な維持管理が実施される

5.1 アクションプランの作成 配管維持管理アクションプラン ミーティング ボドカナル職員 1.40 1.00
5.2 配水管維持管理記録フォームの作成 配管維持管理記録フォーム ミーティング ボドカナル職員 0.70 0.50
5.3 供与機材の管理台帳（補修歴を含む）の作成 供与機材管理台帳 ミーティング ボドカナル職員 0.70 0.50
5.4 各フォームの利用状況の指導 OJT、ミーティング ボドカナル職員 1.40 1.00
ドシャンベへ移動、給水センター、関係機関への報告・協議 1.0 1.40 1.00

移動、帰国 2.0 2.00
第3次派遣 21.0
出国、移動 2.00
調査準備、モスクワ町へ移動 1.40 1.00
第3次調査のキックオフミーティング ミーティング ボドカナル職員 1.40 1.00
成果6.　成果1～5のまとめ

6.1 成果2～5の達成状況の確認 モニタリングシート 視察、聞き取り、グループインタビュー(住民) ボドカナル職員、料金徴収人、住民 5.60 4.00
6.2 活動１～5についての自己評価と課題抽出 成果1～4に関する総合評価表 ワークショップ ボドカナル職員、料金徴収人 4.20 3.00

6.3 上記を踏まえて成果１～5で作成した各種計画・アクションプラン
の改定

改訂運営・維持管理計画、各種アクションプラン ミーティング ボドカナル職員、料金徴収人 4.20 3.00

ドシャンベへ移動、給水センター、関係機関への報告・協議 1.0 1.40 1.00
移動、帰国 2.0 2.00
第1次派遣 35.0
移動、｢タ｣国入国 2.00
通訳傭上、打合せ、調査準備 面接、ミーティング、資機材購入など 現地補助員 2.80 2.00
ソフトコンポーネント全体のキックオフミーティング ミーティング 給水センター職員 1.40 1.00
成果1. 物理探査技術に基づく水理地質解析技術が定着する

1.1 既存資料の解読方法、調査ポイントの問題点の抽出、水理地質
理論との整合

地下水調査法テキスト 講義 給水センター職員 2.80 2.00

1.2 機材の保守点検方法の理論と実践 維持補修マニュアル 講義/OJT 給水センター職員 1.40 1.00
1.3 サイトにおける電気探査の実施（18 側線） 電気探査結果 OJT 給水センター職員 8.40 6.00
現地移動 2.00 2.00

成果2.　物理探査の実施計画が策定される
2.1 計画内容の技術面の策定 1.40 1.00
2.2 作業予算の算定 1.40 1.00
2.3 実施工程表の策定 1.40 1.00
成果3. ｢タ｣国側自主工事の井戸位置、構造等の設計が策定される

3.1 調査データの解析（5サイト） 1.40 1.00
3.2 井戸構造図の作成 井戸構造図（案） 2.80 2.00
3.3 井戸掘削の問題点の抽出 問題点抽出リスト 1.40 1.00
3.4 レポートの作成指導 2.80 2.00
ドシャンベへ移動、給水センター、関係機関への報告・協議 1.0 1.40 1.00

移動、帰国 2.0 2.00
第2次派遣 20.0
移動、｢タ｣国入国 2.00
第2次調査のキックオフミーティング ミーティング 給水センター職員 1.40 1.00

4.成果1～3のまとめ
4.1 成果1～3の達成状況の確認 モニタリングシート ミーティング 給水センター職員 4.20 3.00
4.2 活動１～3についての自己評価と課題抽出 成果1～3に関する総合評価表 ワークショップ/電気探査の復習 給水センター職員 4.20 3.00

4.3 上記を踏まえて成果１～3で作成した各種計画・アクションプラン
の改定

改訂運営・維持管理計画、各種アクションプラン ミーティング 給水センター職員 5.60 4.00

ドシャンベへ移動、給水センター、関係機関への報告・協議 1.0 1.40 1.00
移動、帰国 2.0 2.00
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(6) 実施リソースの調達方法 

 1）給水施設の運営維持管理 

本ソフトコンポーネントを本プロジェクトの方針に沿って実施できる技術力、マネジ

メント力を兼ね備えたローカルコンサルタントや NGOs は「タ」国では手配できない。

従って、本業務は、途上国における都市型給水事業を十分理解した邦人コンサルタント

1 名による直接支援型とする。「タ」国で使用される言語がタジク語およびロシア語1で

あるため、両言語と英語に通じた現地補助員 1名を傭上する。 

この他、リソースパーソンとして他の地域の上下水道公社職員があげられる。他の公

社の事業手法やノウハウを学び、意識改革や新しい知識の修得をとおしたボドカナル職

員のキャパシティ開発を目的としている。そのため、他の 3上下水道公社からそれぞれ

2名の職員を 7日間（移動 4日間を含む）招聘し、ボドカナルの職員とのグループミー

ティングおよびワークショップを計画している。職員を招聘する他地域の上下水道公社

は、パンジャケント、ホジェンド、ドゥシャンベの各公社を予定しているが、最終的に

はボドカナル職員と調整の上決定するが、パンジャケント上下水道公社のように、積極

的に水道メーターの導入を図ったり、マスメディアを活用した節水啓蒙活動を行うなど、

様々な新しい取り組みを行っているところを想定する。 

2）物理探査技術 

背景にも記述した通り、これまで現地では電気探査が重要視されてきていないため、

｢タ｣国には技術を指導できるコンサルタントはいない。従って、途上国における地下水

開発の初期段階において技術指導した経験のある邦人コンサルタント 1名による直接支

援型とする。タジク語及びロシア語と英語に通じた現地補助員 1 名を傭上する。また、

電気探査の現場 OJT実施のため、作業補助員 2名を現地で傭上する。 

                                                        
1 公用語はタジク語で、日常使用する言語である。ただし、公式文書はロシア語で作成される場合もある。 
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 (7) 実施工程計画 

ソフトコンポーネントの実施に要する活動日数の内訳は表-4に示す通りである。給水施

設の運営・維持管理分野では、国内準備期間 10日、第 1次派遣 30日、第 2次派遣 41日、

第 3次派遣 21日で合計 102日間を予定する。また、物理探査技術分野では、国内準備期

間 10日、第 1次派遣 35日、第 2次派遣 20日で合計 65日間を予定する。 

なお、各分野の活動日数の算定には、現地の休・祝日等を考慮して実日数を 5/7で割戻

し、現地活動の暦日数を求めた。さらに、関連活動ごとに暦日数を合計し、端数処理をし

て活動日数を算定した。ただし、移動日については実日数を計上した。 

各分野の派遣時期は図-1の通り予定する。 

図-1 現地派遣の想定時期 

 

(8) 成果品 

本ソフトコンポーネントの成果品は下表のとおり。 

表-5 ソフトコンポーネント成果品 

実施段階 成果品 
第 1次派遣 ・運営・維持管理計画 
第 2次派遣 ・料金徴収率向上アクションプラン 

・ユーザー増加アクションプラン 
・住民啓蒙アクションプラン 
・配水管維持管理アクションプラン 
・成果 2～5に関するボドカナル職員の活動記録 

給
水
施
設
の
運
営
・
維
持

管
理
能
力
の
向
上 

第 3次派遣 ・成果 1～5に関する総合評価表 
・（改訂）運営・維持管理計画 
・（改訂）各種アクションプラン 

第 1次派遣 ・地下水調査法マニュアル 
・ハマドニ地区物理探査実施計画 

物
理
探
査
技
術

の
修
得
と
向
上 

第 2次派遣 ・成果 1～3に関する総合評価表 
・（改訂）各種アクションプラン 

 

 

 

分野 年

月 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

第1次派遣 30

第2次派遣 41

第3次派遣 21

第1次派遣 35

第2次派遣 20

2009 2010

物
理
探
査

技
術
の
修

得
と
向
上

給
水
施
設
の
運

営
・
維
持
管
理

能
力
の
向
上

現地派遣 活動
日数
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(9) 「タ」国実施機関の責務 

本ソフトコンポーネント実施にあたり、他国側が責任を持って遂行すべき活動は以下の

通りである。 

表-6 「タ」国側の責務 

 ｢タ｣国側の責務 

 

共
通 

・ 邦人コンサルタントと協力し、オーナーシップを持って本活動全体を運営管理す

る 
・ 邦人コンサルタントに対するカウンターパートを任命し、本活動に従事出来るよ

う管理する 
・ 活動に使用する会場、机、椅子、その他の備品を提供する 

給
水
施
設
の
運
営
・
維
持

管
理
能
力
の
向
上 

・ モスクワ町、メハナタバッド・ジャモアットの 2村落の地方政府と必要な連絡、
協力を行う 
・ 給水センターと必要な連絡、協力を行う 
・ 運営・維持管理に必要な人員を、第 1次調査で作成する計画に則り、第 2次調査
までに配置する 
・ 意見交換のため、他の地域の上下水道公社から必要数の職員を招聘する 
・ 邦人コンサルタント不在の間は、計画に則り活動を実施し、その進捗をモニタリ

ングする 

物
理
探
査
技
術

の
修
得
と
向
上 

・ 使用調査機材を提供する 
・ 活動期間中、従事する担当職員に対する出張、その他の諸手当を支給する 
・ OJTに使用する機材燃料、油脂、電力、その他の消耗品を負担する 
・ フィールドワークに際し、関連機関や地方政府へ連絡し、必要に応じ協力要請、

活動許可等を取得する 
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調査名　　タジキスタン共和国ハトロン州ハマドニ地区給水改善計画　基本設計調査
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地図・写真等）

オリジナル
/コピー

発行機関 発行年

1 給水施設建設基準
Construction Norma and Regulations, Water Supply Network and Structures,
Snip 2.04.02-84

図書 コピー ソビエト連邦建設委員会
Construction State
Committee of CCCP

1985

2 水質基準 図書 コピー
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9. その他の資料・情報 

9-1 先方政府の負担工事の概算費用 

 本プロジェクトにおける施設建設に伴い、｢タ｣国側が実施すべき負担事項は以下のとおりである。 

（1） 用地確保とフェンス設置 

 ｢タ｣国側はボドカナル敷地の拡張用地とケンジャ・アブドル井戸施設用地及び送水管敷設用地として

以下の面積を確保する必要がある。 

表 9.1 施設建設にともなう用地確保 

施設の用途 用地形状 用地面積 

ボドカナル敷地拡張用地（新規井戸建設に伴う） 170m x 20m 3,400m2 

ケンジャ・アブドル井戸敷地用地 60m x 60m 3,600m2 

364m x 幅 5.0m 1,820 m2 送水管敷設、監理道路用地（ケンジャ・アブドル～

公道まで） 736m x 幅 3.0m 2,210 m2 

     合 計  11,030 m2 

 

なお、ボドカナル敷地の拡張用地とケンジャ・アブドル井戸施設用地の確保に伴い、｢タ｣国側は以下

の通り敷地周囲にフェンスを設置する必要がある。フェンス設置費用は表 9.2 に試算する通りである。 

・ボドカナル敷地フェンス：L=210ｍ           ・ケンジャ・アブドル井戸敷地フェンス：L=240m 

用地拡張範囲

既存敷地範囲

170m

2
0
m

フェンス設置

60m

6
0
m

フェンス設置

井戸

ゲート

ケンジャ・アブドル井戸施設用地概要

要 

 

（2） 送電

ケンシ

なお、

W）とケン
ゲート

ハマドニ地区ボドカナル敷地概
図 9.1 フェンス設置要領 

線引き込み工事 

ャ・アブドル井戸への送電線（10,000 ボルト）： L=750m 

｢タ｣国側は、日本側工事着手の前までに、ボドカナル敷地内の新給水設備用の増加分（100ｋ

ジャ・アブドル地区の施設分（20ｋW）に対する送電許可を送電会社から取得する必要がある。 
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（3） ハマドニ地区の掘削機材ヤードの整備 

  ハマドニ地区において日本側の協力工事が実施され、その後、「タ」国側による自主工事が継続され

るため、約 7 年間にわたり、掘削機及び関連機材はハマドニ地区を中心に活動することになる。そのため、

ハマドニ地区に井戸掘削機材ヤードを設営することが不可欠である。したがって、給水センターは図 2.2

に示す通りヤード概略構成を参考に必要に応じ建屋を建設する必要がある。 

６０ｍ

① ② ③
　　　　　　ワ-ク

　　　掘削ツールス　　　　　　10ｍ　　　ショップ　　10ｍ 　　　　　部品倉庫 10m

　　　　　　　　２０ｍ 　　　　　　　１０ｍ 　　　　　　　　　20ｍ

　　　　④
50ｍ 車両１

車両2

掘削機

屋根付き
ゲート

図 9.2 ハマドニ地区掘削機材ヤードの想定図 

・敷地面積 3000m２ 

・建屋及び倉庫 

     ① 掘削ツールス類格納庫（ロッド、エアー管等） 200m2 

     ②ワークショップ                     100m2 

      ③掘削部品、車両部品倉庫            200m2 

      ④屋根つき車庫                     400m2 

・その他設備 

電気供給 200V 

このうち、倉庫、車庫等の上屋について、新規に建設すると仮定し工事費を表 9.2 に試算する。 

 

（4） 各戸給水栓の引き込み管とバルブ設置 

  本事業により、モスクワ町において既存配水管を更新する区間においては、既契約世帯への給

水管を設置する必要がある。その工事は図 9.3 に示す要領とするが、公道内は日本側の負担事項で

あるが、民家内の給水管は｢タ｣国側の責任で実施することを要する。これら以外の既存給水区域の

各戸給水栓については、｢タ｣国側の責任で、すべての給水栓にバルブを設置（修理を含む）する必

要がある。この場合、バルブ（単体のみ）は日本側が供与することとする。その数量は以下の通りであ

る。 
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 1） 既存配水区域における本計画による配水管更新に伴う引き込み管の接続数： 500 戸 

日本側工事範囲

 2） 既存配水区域における 1）以外のバルブの設置(修理を含む)数： 1,100 戸 

責

任

分

界

点
公道幅6-8m

責

任

分

界

点

｢タ｣国側

工事範囲

｢タ｣国側

工事範囲

土
被
り

0
.8
m

配水管

給水管φ20mm

0
.3
m

図 9.3 各戸給水栓の引き込み工事の担当区分 

 

（5） 配水管の既知漏水箇所の修理 

  現在、現地で確認されている漏水箇所は 10 ヶ所であり、この修理を至急実施する必要がある。 

 

（6） その他の負担事項 

1） 設計にかかる鑑定（認可手続き）と環境影響評価 

 ｢タ｣国内で実施する全ての事業に対して、義務付けられている設計鑑定と環境影響評価の実施は

｢タ｣国側の責任事項である。そのため、｢タ｣国側はこの費用（未確認）を確保する必要がある。 

2） 銀行手数料 

無償資金協力の実施に係わるコンサルタント契約や業者契約への支払いは、「タ」国側が日本に

ある銀行に開設する口座を通じて行なわれる。手数料は契約金額の 0.1%と見込まれる。 

3） 国内税免除措置 

日本の業者に対する｢タ｣国内の税免除措置については、以下の２つの手続きを併行して進めるこ

とが必要とされる。手続き期間中は日本の建設業者は資機材の購入、現地業者との契約等が実施で

きないため、業者契約後、早めの準備が求められる。 

①免税証明書：納税局に、税金支払いを免除できる証明書の発行を依頼する。 

②業者の登録：日本の建設会社が税務登録を実施し、建設許可証の発行を受ける。 
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（7）  「タ」国側負担事項の概算予算 

 上記の負担事項のうち、｢タ｣国側が実施すべき負担工事（1）～（5）に関する予算を以下に概算する。 

表 9.2 ｢タ｣国側の負担工事の概算予算   （ソモニ） 
工 種 細 目 数量 単価 合計 概略実施期間

ボドカナル敷地 210ｍ 1式 60,300 60,300 ‘10/5～’10/8 1） フェンス設置 
ケンジャ・アブドル井戸施設敷地 240ｍ 1式 69,000 69,000 ‘10/9～’10/11 

2）送電線引き込み ケンジャ・アブドル井戸施設敷地 750ｍ 1式 47,200 47,200 ‘10/5～’10/9 
①掘削ツールス類格納庫 200m2 350 70,000 
②ワークショップ                 100m2 350 35,000 
③掘削部品、車両部品倉庫          200m2 350 70,000 

３）ハマドニ地区掘削

機材ヤードの整備 

④屋根つき車庫                 400m2 180 72,000 

‘09/5～’09/8 

各戸給水引き込み管 500 ヶ所 200 100,000 ４）各戸給水栓の引き

込み管とバルブ設置 バルブ設置（交換を含む） 1,100 ヶ所 100 110,000 
‘09/9～’10/8 

5）配水管の補修 漏水ヶ所の修理 10 ヶ所 200 2,000 ‘09/10～’9/12 
合 計    635,500  
 

 以上より、本計画の実施に伴う、｢タ｣国側が実施すべき工事予算は 635,500 ソモニと算定される。 
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9-2 ｢タ｣国側自主工事による給水改善計画の概算事業費の推定単価 

（1）井戸建設費 

井戸建設費には、ケーシング、スクリーン等の資材調達、燃料、人件費等を含んだ単価とする。資

材は現地調達とし、掘削工事には日本から供与する機材を使用する。 

表 9.3 井戸建設単価 

単 価（ソモニ/本） 井戸口径 
（スクリーン口径） 60m 深さ 100m 深さ 

備 考 

100mm 17,300 -  

150mm 27,900 13,000  

200mm 30,400 14,000  

250mm 33,800 15,600  

300mm 49,000 22,700  

（2） 戸改修費 

井戸改修工事は、井戸内の異物撤去及び、洗浄工程とする。人件費と燃料代等を見込み、2000

ソモニ/ヶ所とする。使用機材は日本から供与する機材・工具を使用する。 

（3） ポンプ据付費 

ハンドポンプは国内産品を使用する。水中ポンプはロシア製を使用する。 

表 9.4 ポンプ据付費単価 

ポンプ種類（揚水量） 単価（ソモニ/基） 備 考 

ハンドポンプ 2,800  

5 L/ｓ 8,600 機械、制御盤を含む 

10 L/s 10,400 同上 

15 L/s 13,800 同上 

20 L/s 17,300 同上 

25 L/s 20,700 同上 

水
中
ポ
ン
プ 

30 L/s 24,200 同上 

（4） ポンプ小屋建設、変圧器設置費 

ポンプ管理棟、変圧器は既存設備が使用できない場合に設置する。変圧器は｢タ｣国製とする。 

表 9.5 表建設・設置単価 
工 種 単価（ソモニ/基） 備 考 

ポンプ小屋 17,300 レンガ積み 

変圧器 13,800 屋外型 
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